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○環境配慮に取組む魅⼒的なオフィス 
・働いてみたい環境配慮に取組むオフィスについて、ワーカーは「屋上緑化や壁面緑化

がされた緑豊かなオフィス」が最も高く、決裁者はコスト削減メリットが享受できる

「省エネに配慮したオフィス」「自然光の下で仕事ができるオフィス」が高い。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典: 住宅取得や施設利用における消費者の環境意識調査/東急不動産次世代技術ｾﾝﾀｰ（平成 26 年 7 月） 

図-34 働いてみたい環境配慮に取組むオフィスビル 

 
 
○環境配慮に取組む魅⼒的な商業施設 
・行ってみたい環境配慮に取組む商業施設について、「緑に包まれた森のような商業施

設」「周囲の自然を取り込んだオープンテラスのある商業施設」など自然を感じられ

る施設の人気が高い。 

 
 

 

 

 

 

 

 

出典: 住宅取得や施設利用における消費者の環境意識調査/東急不動産次世代技術ｾﾝﾀｰ（平成 26 年 7 月） 

図-35 行ってみたい環境配慮に取組む商業施設 
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○環境配慮に取組む魅⼒的なリゾートホテル 
・行ってみたい環境に取組むリゾートホテルでは「人工的な設備を極力排した」「自然

エネルギーだけを利用」の人気が高く、「環境学習」「無農薬菜園で収穫」など体験

型は少し高くても行ってみたい。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

出典: 住宅取得や施設利用における消費者の環境意識調査/東急不動産次世代技術ｾﾝﾀｰ（平成 26 年 7 月） 

図-36 行ってみたい環境に取組むリゾートホテル 
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（５）情報価値に対する意識の傾向 
○情報通信機器の保有・利⽤状況 

・スマートフォンの普及からパソコン、固定電話の保有の顕著な低下がみられる一方、

スマートフォン保有は急増。 

・スマートフォン保有と利用時間増に伴い、インターネットを通じた商品、サービスの

消費は一層増加。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：情報通信白書/総務省（平成 28 年 7 月） 

図-37 情報通信機器の保有率の推移       図-38 スマートフォン利用者のネット利用時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：情報通信白書/総務省（平成 28 年 7 月） 

図-39 ネットショッピングの利用世帯割合と１世帯当たりの支出金額の推移 
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○インターネットの利⽤状況 
・インターネットの利用状況（過去１年間にインターネットを利用したことがある）は 

 13～15 歳の各年齢階層で 9割以上を上回り、6～12 歳、80 歳以上の年齢階層では前

年度を上回る。 

・世帯年収別インターネットの利用状況では所得の多い人ほどインターネットを利用し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 28 年通信利用動向調査の結果（概要）/総務省（平成 29 年 6 月）  

図-40 年齢階層別インターネットの利用状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 28 年通信利用動向調査の結果（概要）/総務省（平成 29 年 6 月）  

図-41 世帯年収別インターネットの利用状況（平成 28 年） 
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○ＩoＴの動向と推移 
・パソコンやスマートフォンなどの従来のインターネット接続端末に加え、家電や自動

車、工場など様々なものがインターネットにつながり始めており、IoT は今後も拡大

することが予測されている。 

・IoT は成長率の観点から、特に「自動車」や「産業用途」が牽引役となってデバイス

数の増加が見込まれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：情報通信白書/総務省（平成 28 年 7 月）                   

図-42 IoT デバイス数の推移及び予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：情報通信白書/総務省（平成 28 年 7 月）                    

図-43 分野別の IoT デバイス数及び成長率 
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（６）防災に対する意識の傾向 
○災害時への備え 

・大地震が起きた際の備えについて「特に何もしていない」の回答は 10.4％であり、

多くの人が何かしらの対策を行っている。 

・取組んでいる対策については「自宅建物や家財を対象とした地震保険（地震共済を含

む）に加入している」「食料や飲料水、日用品などを準備している」「家具・家電な

どを固定し、転倒・落下・移動を防止している」「近くの学校や公園など、非難する

場所を決めている」等が特に多い割合を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「防災に関する世論調査」の概要/内閣府政府広報室（平成 30 年 1 月） 

図-44 大地震が起こった場合に備えての対策 
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○災害についての家族や⾝近な⼈との話し合い 
・過半数の回答者が災害について身近な人と語り合っている。 

・話し合ったことがある回答者のうち、話し合った内容は「避難の方法、時期、場所に

ついて」「家族や親族との連絡手段について」「食料・飲料水について」「非常用持

ち出し品について」が多くみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「防災に関する世論調査」の概要/内閣府政府広報室（平成 30 年 1 月） 

図-45 家族や身近な人と災害が起きたらどうするかなどについて話あったことがあるか 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「防災に関する世論調査」の概要/内閣府政府広報室（平成 30 年 1 月） 

図-46 家族や身近な人と災害について話し合った内容 
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○企業における防災の取組 
・災害時における企業活動の継続を図る「事業継続計画(BCP)」について、大企業では

約 8割、中堅企業では約 4割が取組みを実施しており、企業の防災対策も進んでいる

状況にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 27 年度企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査/内閣府防災担当（平成 28 年 3 月） 

図-47 BCP 策定状況 
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２．有識者検討会議 議事録 

（１）第 1 回有識者検討会議 議事録 
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（２）第 2 回有識者検討会議 議事録 
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３. 関係部局の検討状況（鉄軌道） 

（１）ルート案の考え⽅ 
・第 5回計画検討委員会で示された複数ルート案の比較評価を行うためのルート案及

び想定構造は、以下のとおり。 

・第 5回計画検討委員会までに想定されるルートとして、７案をとりまとめており、

全てのルートで那覇～宜野湾間を通る。 

・那覇～宜野湾間は、国道 58 号または国道 330 号を導入空間として想定している。 

・第８回計画検討委員において、構想段階の推奨ルートとして、北谷町を経由する「Ｃ

派生案※」を選定している。 

※経由市町村：那覇市、浦添市、宜野湾市、北谷町、沖縄市、うるま市、恩納村、

名護市 

・平成 30 年２月に推奨ルート案に基づく概略計画（案）のパブリックコメントを実施

し、同年３月、知事に計画書(案)を手交している。次年度、知事がルート案を最終

決定する見通しとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：沖縄鉄軌道技術検討委員会資料（平成 28 年 10 月） 

図-48 複数ルートの想定構造 
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出典：おきなわ鉄軌道ニュース（平成 30 年 2 月 2018 年 7 月号） 

図-49 Ｃ派生案（推奨ルート） 
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